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「核兵器禁止条約」の早期実現に向けた取組の推進について（要請） 

 

平和市長会議（会長：広島市長、副会長：長崎市長等世界の１３都市の市長）は、

昭和５７年（１９８２年）の設立以来、世界の都市と連帯し、核兵器廃絶と世界恒久

平和の実現を訴え続けてきました。平和市長会議には、現在世界の１５６か国・地域

から５，５２４の都市が加盟しており、その数は増加の一途をたどっています。その

うち、日本国内の加盟都市は全市区町村の７３．０％に当たる１，２７１に及んでお

り、本年１月、第２回目となる平和市長会議国内加盟都市会議を長崎市で開催しまし

た。 

１９４５年８月、広島・長崎両市は一発の原子爆弾により一瞬にして廃墟と化し、

両市合わせて２０万人を超える多くの人々の尊い命が奪われました。放射線による被

爆者の苦しみは今も続いています。その広島・長崎の被爆の実相を見れば、核兵器は

非人道兵器の極みであり、絶対悪であることは明らかです。 

２０１０年５月のＮＰＴ再検討会議において、核保有国を含む全ての加盟国が核兵

器廃絶に向け行動を開始することに合意し、最終文書が採択されたことには大きな意

味があったと考えています。その一方で、最終文書に核兵器廃絶の具体的な期限が設

定されなかったことなど積み残された多くの課題もあります。 

こうした中、平和市長会議では、加盟都市の市民、ＮＧＯ等と連携して、２０２０

年までの核兵器廃絶を目指す「２０２０ビジョン」の積極的な展開を図っています。

２０２０年は、平均年齢が７８歳を超えた被爆者に一人でも多く「核兵器のない世界」

を見ていただくために定めた目標年次です。 

昨年１２月の国連総会本会議では、一昨年と同様過去最多の９９か国の共同提案国

を代表して日本政府の提出した核軍縮決議案「核兵器の全面的廃絶に向けた共同行

動」が圧倒的賛成多数で採択されました。この核兵器の全面的廃絶に向けた有効な手

段の一つが、核兵器の製造、保有、使用等を全面的に禁止する「核兵器禁止条約」で

す。 

国際社会では、核兵器使用の非人道性に焦点を当て、「核兵器を非合法化」しよう

とする動きが加速しつつあります。日本政府におかれては、唯一の被爆国として、

核兵器の非合法化を目指し取り組んでいる国々と連携を図り、「核兵器のない世界」

の実現に向けた国際的機運をさらに高めていただくとともに、「核兵器禁止条約」の

早期実現に向け具体的交渉開始のリーダーシップをとっていただくよう要請いたし

ます。 
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